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わが国における障害者雇用の取り組みとその問題点
は じ め に
野　 囗　晴　 利
わが国において障害者雇用は社会福祉施策の一環として分離した労働市場を形成することでこ
れまで検討され、取り組れてきた。そこでの主たる目標は分離した労働市場のより一層の確立と
市場規模の拡大であった。したがって 匚雇用」の問題は経済的合理性の枠外におかれがちだった
のである。しかし福祉社会に対する明確な展望と意志をもつことのないわが国では、障害者の雇
用は福祉施策の一環としてのみ取り扱われている限り景気変動等をはじめ社会経済環境の変化に
真っ先に影響を被ることになってきている。
さて本来障害者の雇用の目標は、経済合理性の枠外に分離した労働市場を形成しその拡大を図
るというのではなく、経済合理性の下で障害者の雇用を拡大するための条件を整備していくこと
にある。
そこで本稿ではこれまでの障害者の雇用の制度的な取り組みを紹介し、さらには障害者の雇用の
経済分析を試みてみよう。
１。障害者雇用をめぐる法整備の経過とその成果
わが国で最初に障害者雇用への関心が寄せられたのは、苛烈な戦場で負傷した 多数の 匚傷痍
軍人」の就労が問題とされた敗戦後の昭和20年代前半であった。
昭和22年12月には 匚肢体障害者職業安定要項」（労働省）が策定され、法整備への第一歩が踏
み出された。そして昭和24年12月には 匚身体障害者福祉法」が公布され、身体障害者手帳の交付、
補助具の交付、更生援護などが規定された。身体障害者加法的に認知され、障害者への対応が規
定されたのである。その後身体障害者の雇用に関しての取り組みは続けられ、昭和35年 フ月に
匚現在の障害者施策の基本となる法律」（参考文献16　p.lll) として 匚身体障害者雇用促進法」
の公布に至った。
同法は 匚障害者である労働者は、経済社会を構成する労働者の一員として、職業生活において
その能力を発揮する機会を発揮する機会を与えられるもの」（同法　 第二条の二）として、障害
者の雇用とその安定等の諸施策、諸規定が盛り込まれていたが、とくに障害者の最低雇用率が定
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められた。　ここにわが国の障害者雇用の制度的枠組が設定されたのである。しかしこの設定さ
れた最低雇用率は官公庁は義務雇用であったが、民間企業に対してはいわば努力目標であって、
たとえ未達成であろうとも罰則を抖せられることはない非強制なものであり、制度としては不完
全であった。その後昭和51年に「『身体障害者の雇用義務の強化』と、経済的側面から裏打ちす
る『身体障害者雇用納付金制度』を中心に」（前出118 p) 匚身体障害者雇用促進法」は抜本的に
改正された。この改正によって 匚義務雇用制度と雇用納付金制度を基本とする」（前出119 p) わ
が国の障害者雇用制度の基本的枠組が成立した。
昭和62年にはさらなる改正が 匚身体障害者雇用促進法」を 匚障害者の雇用の促進等に関する法
律」と名称の変更とともに行れた。それまでの「身体障害者雇用促進法」においてはその主たる
対象を身体障害者とした施策が中心であったが、昭和62年の改正では障害者の雇用施策の対象を
知的障害者、精神障害者を含めた障害者全般に拡大したのである。
さらには 匚ノーマライゼーションの理念を障害者雇用の基本理念とした」（前出121 p）ことが
主要な改正亟である。ここにわが国の障害者雇用制度は確立・整備された。その後の法改正は障
害者雇用率の引き上げ、また義務雇用制度における知的障害者への拡充を求めるものであった。
ここでわが国の障害者雇用制度の基本的枠組である義務雇用制度（障害者雇用率制度）と雇用
納付金制度について説明しておこう。これら両制度は相互に独立した制度ではなく、事業所に対
して一定率の障碍者雇用を義務化している義務雇用制度を担保する制度として雇用者納付金制度
かおり、いわば両制度は一体化しているものととらえることができる。
まず義務雇用制度から説明していこう
義務雇用制度とは、国・地方公共団体等および民間企業はそれぞれで一定の割合で身体障害者、
知的障害者を雇用することを 匚身体障害者雇用促進法」にもとづいて義務づけられている制度で
ある。ちなみに「身体障害者雇用促進法」にもとづいて定められた現行の障害者雇用率は、一般
の民間企業（従業員56人以上規模の企業）等で1.8% 、特殊法人等で2.1% 、国や地方公共団体で
2.1% 、一定の教育委員会で2.0% である。
この制度の下で国・地方公共団体等は雇用率を達成するために身体障害者、知的障害者の計画
的な採用を行わなければならない。また雇用率を達成していない団体・機関は障害者の採用計画
を作成し、その実施の監理・指導を受けなければならない。
民間企業に対しては雇用率が低い企業に対する雇用率達成のための障害者採用計画の作成とそ
の実施への指導を行っている。さらには一定以上の従業員を雇用する企業には「障害者雇用推進
者」 を選任するようにして障害者雇用の取り組み体制の整備を義務づけている。　また障害者を
５人以上雇用している企業は、障害者の職業生活全般の相談指導にあたる「障害者職業生活相談
員」の選任が義務づけられている。その他にも障害者の職場定着への取り組みが要請されている。
これらの障害者雇用の推進・支援施策に加えて企業にとって最も重要な義務は、規定の雇用率に
達成していない場合不足数１人につき月額５万円を障害者雇用促進協会に納付しなければならな
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いことである。これが障害者雇用納付金制度である。
障害者雇用納付金制度
障害者雇用納付金制度は、匚障害のある人の雇用に伴う事業主の経済的負担の調整をはかると
ともに、全体としての障害のある人の雇用水準を引き上げることを目的に」（参考文献5 P  67)従
業員数301 名以上で障害者雇用者数が雇用率に達成していない企業から不足数一人につき月額
５万円の納付金を徴収する。一方障害者雇用者数が雇用率を越えている企業には超えている人数
１人につき２万 フ千円を支給する。 また従業員300 人以下の企業で障害者の雇用者数が一定水準
を超えている場合越えている人数１人につき月額２万１二千円の報奨金を支給する。この制度は障
害者雇用者数が雇用率に達していない企業からの納付金をもって雇用率達成のインセンティブ財
源の確保と企業に対する障害者雇用のための作業設備の設置・整備の支援の財源を確保している
のである。図１はこれら両制度を図示したものである。
さてここでこの障害者雇用の基本的枠組である義務雇用率制度は障害者雇用納付金制度ととも
に障害者を特別な存在として捉え、その労働市場を分離させるものとして機能することになると
いうことを指摘しておかなければならない。
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次にわが国の障害者雇用制度の成果を見てみよう。
表１とグラフ１，２はわが国の民間企業における1977年（昭和52年）から30年間の障害者雇用
者数の推移を示している。
この30年間で障害者雇用者数は2.21倍に増え、雇用率も1997年の1.09倍から1. 52倍へと大幅に
増えてきた言えよう。特に1987年～1997年の10年開か大幅に増えて来ていた。ただしこの増大し
た雇用者数には1987年の法改正により、知的障害者の雇用が雇用率に加えられてきたこと、さら
には1993年からは重度知的障害者はダブルカウントになったことが大きく影響しているものと考
えられる。是非はともかくとして一つには障害者の雇用を義務化し、達成目標を定めたこと、 も
う一つには新たに算入する対象を加えて実質的には大きな変化はなくても数字上に変化をもたら
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している、というように制度改革が影響を与えている。
さてこの法改正による影響を取り除くと、障害者雇用者数は停滞しているものと捉えることは
できる。手塚氏はこの間の事情を 匚この増加は重度障害者のダブルカウントによる数字と知的障
害者が雇用率に算入されるようになったことと、多少は短時間労働が者が雇用率に算入できるよ
うになったことです。実数では多少の起伏かおりますが減少傾向です。」（参考文献16　p170 ）
と指摘している。
民間企業における障害者雇用者数および実雇用率の推移
年　次 障害者雇用者数 実雇用率
昭和52年 128429 1.09
53年 126493 1.11
54年 128493 1.12
55年 135228 1.13
56年 144713 1.18
57年 152603 1.22
58年 155515 1.23
59年 159909 1.25
60年 168276 1.26
61年 170247 1.26
62年 171880 1.25
63年 187115 1.31
平成元年 195276 1.32
2年 203634 1.32
3年 214814 1.32
4年 229627 1.36
5年 240985 1.41
6年 245348 1.44
7年 247077 1.45
8年 247982 1.47
9年 250030 1.47
10年 251443 1.48
11年 254562 1.49
12年 252836 1.49
13年 252870 1.49
14年 246284 1.47
15年 247093 1.48
16年 257939 1.6
17年 269066 1.49
18年 283750 1.52
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２。わが国における障害者雇用のいくつかの問題
戦後、就中昭和35年に公布された 匚身体障害者雇用促進法」で義務づけられた障害者最低雇用
率の努力目標の設定、昭和51年の義務雇用率の制定、身体障害者雇用納付金制度の創設、その後
身体障害者から知的障害者までへの拡充とわが国の障害者雇用制度は義務雇用制度と障害者納付
金制度を両輪として展開、発展してきた。これら両制度は障害者の雇用水準の拡大には一定の役
割ははたしてきたものと、評価できる。　しかしながらこれまで展開されているわが国の障害者雇
用の取り組みにはいくつかの問題点が指摘されるのである。
わが国の障害者雇用の基本的枠組は障害者の 匚雇用に伴う事業主開の経済的負担」（参考
文献6　P  67) の存在を前提として、義務雇用率を基準として障害者雇用者数がそれに達成して
いない企業 に対する納付金の徴収と達成している企業には調整金を支給を行う、いわばThe
Carrot and the Stickのインセンティブ方式である。
第一の問題は、表１、グラフ１， ２とそのコメントで示したように、 わが国の障害者雇用制度
のThe Crrot and the Stick方式は一定水準までの障害者雇用には有効であったとしても、その水
準を超えての雇用者数の拡大には必ずしも有効ではないということである。事業主にとって健常
者と障害者の生産能力の格差加納付金より小さければ障害者を雇用するインセンティブは機能す
るが、両者の格差加納付金より大きければ納付金を支払ってでも健常者をより雇用することにな
る。そのうえ納付金の引き上げには限度があるので納付金を調整することで障害者の雇用者数を
引き上げることは困難なことであろう。そのうえ義務雇用率達成企業数が増大すれば、納付金か
らの収入加減少し、調整金支出が増大することで、このシステムの財政基盤が揺らぎかねないの
である。
当初から矛盾をはらんでいるシステムと言わざるを得ないのである。
第二の問題は、雇用量の確保・拡大が先行することで就業上の差別、不平等さが埋没されてし
まいがちである、ということである。　しかも 匚障害者を雇用する」匚障害者として雇用される」
ということで、雇用主が意図的に障害者に劣悪な作業環境、単純作業などでの作業を押しつける
就業上の差別的待遇が許容されがちになっていることである。そのうえ現状では 匚就職した後、
実際にどのような労働条件や作業環境にあるのか、・・・家族も学校関係者も、労働行政の関係
者も把握していない。　・・就職した後の実態調査や不満を受け付ける体制もなく、障害者を雇用
した企業が差別行為を行っても法的に禁止させる手段はない」（参考文献10　P  211) のである。
第三の問題として、調整金支給で雇用率を引き上げようとするとモラルハザードが潜んで来る
ことである。最悪の例である水戸の 匚アカス紙器」事件、滋賀の 匚サン・グループ」事件が示し
ているように、弱者としての障害者の立場を悪用して劣悪な作業条件、単純作業内容での就労を
強要するだけではなく調整金目当ての障害者雇用が生じてくるのである。
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「アカス紙器」事件
1996年１月に発覚した水戸市郊外の段ボール加工会社「アカス紙器」が障害者雇用の助成金
不正受給と同工場で日常的に行われていた暴力行為で告発された事件である。 80年代末から積
極的に障害者を雇用してい 匚アカス紙器」の赤須正夫社長は障害者雇用のために設けられた賃
金助成策である 匚特定求職者雇用開発助成金」を悪用して、現実には障害者をほとんど無給に
近い超低賃金（月額2000円～3000円）で働かせていたにもかかわらず10数万円を支払ったもの
と申請してその賃金の半額補助を不正に受給していたのである。しかも助成金の支給期限が切
れかかって来る従業員（障害者）に暴行を加えて自己都合の退職を迫っていたのである。 ほと
んどの従業員は工場内の寮で生活していたので、暴力行為などが表沙汰になることはなかった。
1996年１月赤須社長逮捕後性的暴行をはじめ障害者に対する理不尽な懲罰等が明るみに出た
が、1997年の３月の水戸地裁の判決は執行猶予４年付きの懲役３年であった。そこで一つの問
題は障害者、就中精神障害者の証言能力に対する偏見であった。
匚福祉を食らう」（参考文献 ３）より
「サン・グループ」事件
滋賀県で1982年に設立した肩パッドを製造する企業 匚サン・グループ」で行われていた寮で
住み込んでいた障害者への暴行・虐待、劣悪な労働条件での就業、賃金不払い、障害者年金の
着服等で事業主が1994年 ５月に逮捕された事件。この事例も障害者が寮生活を送っていたこと
から 匚密室」で行われていたことで発覚が遅れていた。
匚障害者雇用のモラルハザード」（参考文献12 ）より
第四の問題は、障害者の雇用促進という視点だけで対応することで十全なのか、という障害者
の雇用のおり方に関するより根本的な問いかけてある。健常者、障害者といういわば二分法では
なく、さまざまな特性を持っている人だちから成る社会という視点で障害者の雇用制度を捉える
ならば、「障害者を先験的に特別な保護の対象とみてきた」（参考文献12　P  219) 現行の分離型
の雇用制度のおり方が問われてくるのである。
初期の頃から障害者の就職に取り組み、義務雇用制度の成立に立ち会った手塚直樹氏は 匚義務
雇用制度はすごい」（参考文献16　p5 ）と実感する一方で「『障害者のわく』のなかった時代に
企業に就職した自由さ」（前掲書　p5 ）と自力で就職を獲得した「喜びと自信」を述懐している。
さらに手塚氏は現行の障害者雇用制度の下で企業に就職することが、一般学生との関わり合いに
触れて、「『障害者雇用のわく』に位置づけられる側面をもつということです。この『障害者のわ
く』の認識や位置づけは、企業によってそれぞれ異なるものであっても、そのわくから出ること、
そして心理的にもそのわくから出ることは、就職開もない新人の社員にとってはかなり大きな圧
迫になっているのだはないかと思います。」（前掲書　p6 ）と「障害者のわく」に潜む差別され
ることへの重苦しさを指摘している。
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第五の問題は、第四の問題と関連していることであるが、現行制度に含まれる明示される差別
意識である。義務雇用制度と障害者雇用納付金制度とが相まって「障害者雇用は健常者の雇用に
比べて事業主に経済的な負担を強いることになる」ことを前提としているのであり、行政自らが
障害者への差別意識を露呈しているのである。
第六の問題は、現行制度では事業主に対しては雇用促進のインセンティブは働くとしても、障
害をもつ就労希望者に対してはほとんどインセンティブはないに等しいことである。
３。わが国における今後の障害者雇用のあり方
これまで指摘した就業上の差別、不平等の問題は現行制度の運用の不具合で生じた問題ではな
く、現行制度のおり方の根幹に関わることがらから生じた問題である。
ここで私たち全てが働くと言うことの原点に立ち戻りながらその改廃を含めて現行制度のおり方
を検討する必要かおる。
はじめに検討しなければならないことは、これらの問題が生じた根底にある行政側かもってい
る健常者と障害者という二分法に基づく固定した先入観である。「正常」「健常者」という概念は
厳密に言えば特定の分析目的に応じて作り出されたフィクションでしかない。現実には程度の差
こそあれ私たち誰 もが心身にわたって何らかの不完全な面を持ち合わせているのであり、健常者
と障害者との境界は曖昧でしかない。しかしながら行政側は、なんらかの身体的損傷、身体的機
能不全のある者を障害者というカテゴリーに組み入れて並べて生産への貢献度が低下している者
であるとする先入観をもっているのである。そこから事業主にとっては障害者を雇用することは
何らかの不利益を生じさせるものとして、障害者の雇用を義務づけるのと引き替えに調整金制度
を設けたのである。しかし本来多種多様な能力を求める市場では、市場参加者の性別、国籍、身
体的特質等の個々人の黄歐に関わりなく、より広くかつ公平に労働への意欲や求める能力に応じ
た生産への貢献度が評価されるのであり、誰でもがその能力の可能性を十全に発揮できるのであ
る。このような市場の機能に対して特定の者の一定数の雇用を義務づけ、しかもその雇用に調整
金というプレミアムをつけることは分離した市場を形成することになる。 このように先入観で
「作られた障害者の枠」による市場の分離は、市場本来がもつ公平さの範囲を狭めてしまうこと
になる。
つぎに検討しなければならないことは、雇用量の拡大を主要な目的とすることである。働くこ
と、労働は単に生活の糧を得るための手段だけではなく、人が自立した人間として社会に参加す
ることであり、社会に貢献することである。これは私たち誰にとっても共通なことである。した
がって就労することには、労働力を提供しその代価を得る過程にあってもそれぞれの自立した人
間としての尊厳が守られていなければならないのである。　しかし 匚障害者の枠」を設けて雇用量
の拡大を求めることが先行し、身体的損傷、身体的不全のある者の人間としての尊厳を時には無
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視してしまうことになる。その結果事業主の中には彼らを障害者として低賃金で特定の作業環境
（多くは劣悪な）に従事する単なる労働力としか捉えていない者も出てくるのである。
さらにインセンティブのおり方も検討されなければならないことである。
先に説明したように現行制度は障害者雇用率制度と障害者雇用納付金制度を柱として、一定の
障害者の雇用水準を基準として雇用率達成企業に支給されるCarrot (調整金) と未達成企業から
は納付金(the stick)を徴収するという、いわばThe Carrot &  the Stick方式である。そこでのイ
ンセンティブは障害者の雇用に伴うプレミアムである調整金てある。ただしこの調整金は先にも
説明したように 匚障害者の雇用による不利益｣ の補填でしかなく、事業主の収入となる。このよ
うに現行制度におけるインセンティブは専ら事業主に対しての障害者雇用率の引き上げにだけ働
きかけるだけなのである。障害者の雇用が負担、不利益にならないように作業環境の整備、生産
機器の改善等の投資を行わせるようなインセンティブはなく、ましてや障害者が積極的に就労へ
の教育・訓練に取り組もうという意欲を引き出すようなインセンティブはない。
以上のように現行制度のおり方について検討しなければならないこととして、 ３点を主要なこ
ととして取り上げてみた。
そこでこれら３点を踏まえて今後の障害者の雇用制度のおり方を、経済分析で用いる等産出量
曲線と等費用曲線のグラフを使って検討してみよう。
等産出量曲線と等費用曲線を用いた分析は、通常生産要素（例えば労働、資本）をどのように
組み合わせて生産活動を行うのかという生産方法の決定を論じるときに使われるのである。しか
しここでは労働、資本といった生産要素の組み合わせではなくて、健常者の労働と障害者の労働
の組み合わせによる生産活動で健常者、障害者の雇用量が条件によって（政策のおり方）どのよ
うに違ってくるかを検討してみよう。
はじめに等産出量曲線と等費用曲線についてグラフで説明していこう、
等産出量曲線図
曲線Ld Ln は生産物Ｘを１単位生産するために必要な健常者の労働投入量と障害者の労働
投入量との組み合わせを示している
なお等産出量曲線の形状は両労働の生産能力によって異なってくる
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両者の生産能力に多少の差がある場合
１ 図
健常者労働量
等費 用曲線図
労働費用……………CL
賃　　 金……………Ｗ
障害者の雇用に伴う追加費用……Ｔ／１人
とする。また
健常者の雇用量……Nn
障害者の雇用量……Nd
CＬ＝ＮｎＷ 十Ｎｄ（ Ｗ 十Ｔ）・ ・ ・ ・ ・ ①
?
?
?
?
?
?
?
０ CLl N1
W　　 健常者労働量
?
?
?
?
?
?
CL
-
W+T
両者の生産能力にはほとんど差がない場合
?
?
?
?
?
?
|)2
２図
健常者労働狃
０ ＣＬ
-
Ｗ
N2
咄常者労働量
Ａ図　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｂ図
線分N1 D1 は費用がＣＬ１の時の等費用曲線で点線で示される線分はＣＬの変化に応じてシフトす
る等費用曲線を示している。
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Ａ図は ①式でＴ＝Ｏ（障害者の雇用に追加的な費用が必要でない場合で、Ｂ図は Ｔ＞Ｏで障害
者の雇用に追加的な費用を要する場合である。
等産出量曲線と等費用曲線とのグラフを重ねあわせて 生産物X1 単位を最小費用で生産する健常
者の労働量と障害者の労働量を求めよう
１単位の生産量を最小の費用で生産することのできる健常者、障害者の雇用量（労働量）は等
産出量曲線と等費用曲線が接するような両者の労働量 の組み合わせである。
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図 １
睫常者労働量
Nb Nd　 健常者労働蚩
図 ２
図１は健常者、障害者ともに同じ生産能力を有し、障害者の雇用に対しても追加的な費用を必
要としない場合である。図から明らかなように両者の雇用量はDa, Na とほぼ同量である。図２
は健常者、障害者の生産能力に差かおり、なおかつ障害者の雇用には追加的な費用を必要とする
場合である。当然のことではあるが、図１と比べれば明白なようにこの場合では障害者の雇用量
は減少している。
そこで障害者の雇用量をどのようにして引き上げることができるのかを、これらの図にもとづ
いて検討してみよう
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図３
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図３で示されるように図２の等費用曲線Dd Nd をDc ＮＣに転換させるならば、障害者雇用量は
（Df-Db ）だけ引き上げることができる。このことは事業主にとっての労働費用①式の障害者を
雇用する追加的費用Ｔの値を低減させることである。
そこで事業主にとっての追加的費用Ｔ値を低減させる方策としては
巾　 短期的対応として現行制度のように事業主に調整金を支払い、追加的費用の一部を補填す
ることでＴの値を軽減させる
（2） 中、長期的対応になるが、障害者に教育・訓練、技能習得を徹底的に行うことによって、
障害者雇用の追加的費用の必要性を軽減させる
この追加的費用の削減とは異なった方策としては図４で示されるように両者の生産能力の格差
をなくすように等費用曲線を転換することで、障害者雇用量はDb からDg へと引き上げることが
出来る。等費用曲線の形状を転換させていく方策としては
(3) 作業環境、職場環境の改善
(4) 障害者の生産能力を引き上げることのできるような技術革新
等があげることができる。
これまでの分析結果から明らかなように、障害者の雇用量の拡大をはかって行くためにはいく
つかのオプションかおるということ、また雇用促進をはかる現行制度が最適である、というわけ
でもないということである。また中、長期的な観点からでは障害者の雇用量の拡大と先に述べた
匚働くこと｣ の意義とが両立出来ると言うことである。
そこでこれまで検討・分析したことを踏まえて障害者の雇用制度のありかたについて幾つかの
政策を提言しておこう。
これまで障害者雇用量の拡大をはかることのできる方策として４項目をあげた。そのうち巾に
ついては現行制度で行われていることであり、またその問題点をも指摘したのでここでは、それ
以上の言及は繰り返しになるので、ここでは②～(4)を中心に提言していこう。
(2) 障害者の就労に必要な教育・訓練と技能習得機会の拡充
わが国における一般的な健常者を対象とした現在の教育制度、社会制度の下では障害者に関し
ての一般的人的資本の修得は困難である。社会的に一般的人的資本の修得が阻まれがちであるこ
との結果を障害者の特性として転嫁しているのが現状である。　したがって障害者が広く社会的体
験を経験し、各人に対応した技能の修得できるような教育・訓練機関を拡充していかなければな
らない。さらにはIT 技術をはじめ最新技術への教育・訓練への参加機会を拡充することも重要
である。障害者がこれらの教育・訓練、技能修得の機会を積極的に活用できるような奨学金制度
の整備も合わせて行わなければならない。
(3) 作業環境、職場環境の整備
バリアフリー、作業台・機械設置のレイアウトから始まり生産ラインの設置にいたるまででき
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る限りすべての大が作業しやすいように整備しておかなければならない。作業環境の整備は特に
障害者を対象とするのではなく、障害者にとって作業しやすい環境は他のすべての大にとっても
作業がしやすいということなのである。職場環境も同様にすべての大にとって働きやすい環境に
整備することが重要になってくる。作業環境、職場環境の整備には特定の人のために整備すると
いうのではなく、すべての大にとって働きやすい環境を整備する、という認識が重要である。ま
た 匚特例子会社」の設立も一つの方策であろう。そこで政策としてはこれまで以上に特別な融資
条件を設定して、作業環境、職場環境の整備に向けて積極的な投資への誘因をつくり出すことが
望まれるのである。
（4） 障害者の生産能力を引き上げるような技術革新
障害者への教育・訓練、技能習得や作業・職場環境の整備だけでは対応できない身体的損傷や
身体的不全に対してはコンピューターを用いた小型化された情報機器、制御機器、意志の表現機
器への技術開発が求められる。そのためには技術開発者とユーザーである障害者とが一同に会し
望まれる性能と、使用感等についての意見交換ができる場の設置、さらにはこれらの技術開発へ
の活発な投資意欲を引き起こすように、低利子融資制度の整備が望まれる。
（5） 就業形態の多様化
（4）までは先の分析結果にもとづいた政策提言であったが、これらに含まれてはいないが重要な
こととしては職場に一定時間拘束するという就業形態から在宅勤務の導入かおる。事業主にとっ
ては労務管理上の諸問題や労働基準法をはじめ労働法に関連してクリアしなければならない事柄
が種々あるにしても、在宅勤務の導入は障害者の就業の可能性を大きく広げていくものである。
つぎにこれらの諸政策を実現化していくための資金は誰がどのように負担していくのか、という
問題かおる。現行制度では資金負担は先に説明したように、障害者雇用の義務雇用率に達成して
いない企業からの納付金に依存している。　しかし義務雇用率の設定、納付金の徴収と調整金の支
払い等に関して、その上多くの費用負担を企業加担わなければならないことに対しても明確な論
理的妥当性は論じられていない。
むしろ私たちの社会が二分法による健常者と障害者から成る社会ではなく、身体的損傷、身体
的機能不全等を有する大たちをも含めて多様な特色ある大だちから構成され、誰でもがお互いの
不完全さを相互に相補完する社会とするならば、これらの費用は社会全体で負担していくことが
望ましいのである。一方事業主 もは全ての大に対して門戸を開いて、偏見なく能力と意欲を評価
する責任を担わなければならない。
これまで現行制度の問題点また障害者雇用のおり方について論じてきたが、つぎにはこれら諸
政策と教育制度、経済制度等既存の諸制度との整合性の検討が行われなければならない。そのう
え一朝一夕では払拭することは出来ない「障害者」への偏見に対しても取り組んでいかなければ
ならない。
このように 匚障害者」の雇用問題は今後検討・取り組んでいかなければならない問題は多々残
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されおり、短期間で飛躍的に解消できる問題ではない。ただここで新たな枠組を作り出すことに
取り組んでいかなければ、社会にとってもまた 匚障害者」にとっても展望をもつことのできない
現行制度の枠組が維持されることになろう。
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